BIS論壇　No.130　日豪経済連携協定（EPA）合意
　　　　　　　　　　2014年4月8日　　　　　　　　中川　十郎
　交渉が難航しているTPP（環太平洋経済連携）にも影響を与えるとみられ、成り行きが注目されていた日豪経済連携協定（EPA）は来日中の豪アボット首相と安倍首相が大筋合意に達した。日本側は協定発効から10年以内に88％超の貿易品目で輸入関税を撤廃する。
　問題の牛肉については牛丼などの冷凍肉は現行の38.5％を18年目に19.5　％に、ビフテキ用などの冷蔵肉は15年目に23.5％に関税を削減する。1年目に冷凍肉で8％、冷蔵肉で6％分の関税が一気に削減されることになる。
現在15％の豪州産ワインは協定発効後7年目に撤廃される。乳製品ではブルーチーズを10年かけて関税を20％減らす。これに対し、豪州は日本の中小型車の現行の5％の関税を協定発効後即時撤廃。大型車は3年かけて撤廃する。しかしトヨタや三菱自動車などは現在関税のかからないタイの工場で生産した車を豪州に輸出しており、年間100万台の市場の豪州には日本からは35.9万台輸出しており、日本にとってどれほど恩恵があるかは不明だ。
　いずれにしても豪州は農産物の輸入先として中国、米国についで日本に取り3番目に大きな相手先で、今後両国の貿易の拡大が予想される。ちなみに2013年の統計によれば豪州への輸出1.65兆円のうち自動車が45％を占める。輸入は約5兆円で日本側の大幅入超だが、石炭30％、液化天然ガス27％、鉄鉱石20％でこれら3品目で80％近くを占め、牛肉はわずか3％で、豪州の輸出シェアでは微々たるものだ。しかし日本国内の牛肉シエアーは国産牛肉の41.5％{2013年}に比し、豪州牛肉35.6％、米国牛肉15.2％と大きなシェアを有している。この日豪EPA協定では牛肉輸入が急増したら元の関税に戻す「セーフ・ガード条項」も認められた。我が国の関心品目のコメは対象から除外された。
　ちなみに日本車の輸出シエアーは米国37％、豪州8％とロシア6％、中國4％、カナダ3％に比し豪州は大きなシェアーを占めている。
　小麦は飼料用は無税化される。豪州側は機械、家電の関税も即時撤廃する。鉄鋼の関税は5年以内に撤廃される。投資分野ではTPP交渉でも問題になっている投資家対国家の紛争解決条項（ISDS）は再協議することになったのはよいことだ。知的財産も差別なく、運用することになった。心配されていた食料、資源について安定供給のため、輸出制限をしない努力規定が挿入されたことは歓迎される。
　4月24～25日のオバマ大統領の訪日にあわせ、懸案のTPP(環太平洋連携協定)の交渉も大詰めを迎えており、フロマンUSTR・米通商代表は8～10日訪日し、TPP交渉で日本政府との最後の詰めに入る予定だ。日本側には日豪EPA交渉が妥結したことより、米国とのTPP交渉に有利となるとの楽観的な見方があるが、米国の交渉態度は11月の中間選挙を控え、米国の要求を貫くと見られる。米国通商法（TPA）の動向や、米民主党議員、TPPを後押しする米多国籍企業の動向とも絡め、安倍政権は楽観論を戒め、オバマ大統領への土産として簡単に妥協することなく、日本の国益追求の立場から悔いを将来に残さないよう、徹底した交渉を行うべきであろう。　　（筆者は日本ビジネスインテリジェンス協会会長）
